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概概要要：人文科学研究において，研究デジタルトランスフォーメーションの実現していくことが急務で

ある．本稿では，日本史研究における DX，特に日本史史料データを中心としたデータプラットフォー

ムの構築に向けた東京大学史料編纂所における取り組みと，そこで検討してきた研究データ管理につ

いて述べる．  
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Abstract: In the humanities, it is urgent to realize the digital transformation of research. In this paper, we describe 
the efforts at Historiographical Institute the University of Tokyo to establish a data platform for DX in Japanese 
historical research, especially for Japanese historical data, and the research data management that has been studied 
there. 
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１．はじめに 
2021 年 3 月に閣議決定された第 6 期科学技術・

イノベーション計画[1]によりオープンサイエン

スやデータ駆動科学の推進が盛り込まれた．国内

9 大学 2 研究所が連合して運営する mdx1)の運用

開始や AI 等の活用を推進する研究データエコシ

ステム構築事業[2]の開始などによりその実現に

向けて取り組んでいる．2021 年 4 月に統合イノ

ベーション戦略推進会議より「公的資金による研

究データの管理・利活用に関する基本的な考え方」

[3]が示された．各研究機関は，オープン・アンド・

クローズ戦略に基づく研究データの管理・利活用

の実現を図ることになった．さらに，研究開発を

行う機関の責務として，研究データポリシー策定，

機関リポジトリへの研究データの収載と研究デ

ータへのメタデータ付与の促進，研究データマネ

ジメント人材・支援体制の整備および評価，セキ

ュリティの確保・関係諸法令の遵守が挙げられて

おり，これらへの対応が迫られている． 
人文科学もその対象であり，人文科学の機関に

おいても，上記について対処していくことが必須

                                         
1) https://mdx.jp/ 

となる中で，研究デジタルトランスフォーメーシ
ョン（以下，研究 DX）の実現していくことが急
務として位置づけられている．本稿では，日本史
研究における DX，特に日本史史料データを中心
としたデータプラットフォームの構築に向けた
東京大学史料編纂所（以下，史料編纂所）におけ
る取り組みと，そこで検討してきた研究データ管
理について述べる． 

 

２．データプラットフォームの概要 
データプラットフォームを一義的に定めるこ

とは困難であろうが，収集したデータを蓄積し，
（ある目的に応じて）加工し，（可視化も含めて）
分析し，共有することが可能なデータ管理・共有
基盤を指すことが多く，例えば，図 1 に示すデー
タフローをサポートすることがデータプラット
フォームの役割であると考えられる． 

史料編纂所は，1984 年より史料編纂所歴史情
報処理システム SHIPS の構築・運用を進めてき
た．この概要を図 2 に示す．史料編纂所 LAN シ
ステム，サーバ・クライアント PC といったハー
ドウェア，クラウドコンピューティングサービス
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（具体的には AWS）にて構成されるコンピュー
ティングリソース上に，Web サーバ，DB サーバ，
画像リポジトリ，認証サーバ，RDF Store といっ
たミドルウェアを構築し，SHIPS DB，デジタルギ
ャラリー1，史料集版面ギャラリー2といったデー
タ共有・可視化・配信サービスを展開している．
また，史料画像デジタル化進捗管理システム[4]，
SHIPS DB 入力校正システム，史料情報統合管理
システム（後述）といったデータ管理システムを
備えている． 
図 1 に示すデータフローは，史料編纂所内の業

務フローと合致させていくことで，無理なく実行
し続けてきた．これは，永らく収集してきたデー
タを，自機関にて消費していくフローだったこと
が要因だった．2020 年に SHIP DB の 1 つである
Hi-CAT Plus にて他機関史料画像データの配信 3，
さらには 2021 年の JDCat4へのデータ提供により，
自機関のみでのデータ消費ではなくなった．さら
には第 6 期科学技術・イノベーション計画により
研究 DX への取り組みが避けられない．このよう
な状況を踏まえ，日本史研究・日本史史料研究の
データプラットフォームとして SHIPS を確立す
べく取り組んでいる． 

 

３．研究データポリシー 
データプラットフォームを確立していくため，

研究データやその管理について検証する必要が
ある． 

2020 年 3 月，京都大学が「研究データ管理・公
開ポリシー」[5]を公開したことを皮切りに，名古
屋大学・東京工業大学・東北大学などが同様に公
開している．これらの研究データポリシーでは共
通して，研究データの定義，帰属，管理，利活用，
機関による管理・利活用の支援を定めている．管
理や利活用のポリシーを定めていく上で，まずは

                                         
1 https://www.hi.u-
tokyo.ac.jp/collection/degitalgallary 
2 https://www.hi.u-tokyo.ac.jp/publication/dip 

研究データの定義がなければ策定し得ない．しか
しながら，研究データやその範囲などの定義はか
なり難しい．「東北大学研究データ・公開ポリシ
ーの解説」[6]では，研究データについて下記の説
明がなされている．これは東北大学によるが，機
関を越えて共通するものであると考えている． 
・研究データの記録媒体（デジタル・非デジタル）
は問わない． 

・本ポリシーにおける「研究データ」には、以下
のものが含まれる． 
（3-1）研究素材として収集又は生成された一次
データ（測定データ，画像情報等） 

（3-2）一次データ等を分析，処理して生成され
た情報（加工データや解析データ等） 

（3-3）上記データの収集や生成の段階で作成さ
れた記録（実験ノート，質問票等）に記載され
た情報 

（3-4）上記のデータを用いて作成された研究成
果（論文や講演資料等）に記載された情報 

（3-5）研究に用いられた有体物等（試料，標本
等）に蓄積されている情報 

（3-6）その他研究活動に用いることが予定され
ている情報及び研究活動に用いられた情報 

研究データの範囲として「論文等に直接使用さ
れていない情報であっても、学術的価値を有する
情報は「管理」や「公開」の対象となり得る」と
あり，管理・公開のデータとして「研究分野の特
性や研究データの性質等によって異なることか
ら、各部局等において適切な対象範囲を決定する
ことが望ましい」とある． 

 

３．日本史研究データの範囲と管理 

３．１．データの範囲 
日本史研究フローに従って，史料編纂所とし

ての，日本史研究データを対象とした研究デー

タポリシーを考えてみる． 

3 https://wwwap.hi.u-tokyo.ac.jp/ships/w81/search 
4 https://jdcat.jsps.go.jp/ 

 
図 1 データフロー 

Figure 1 Data Flow 
 

 

 
図 2 SHIPS（史料編纂所歴史情報処理システム）

の構成 
Figure2 The structure of SHIPS (Shiryohensan-jo 

Historical Information Processing System) 
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まず研究データの範囲を定めなければならな

い．日本史研究というよりも史料編纂所が対象

とするデータとなるが，史料編纂所では，『大

日本史料』といった史料集編纂を主な業務とし

ていることから，このために不可欠な史料を研

究素材として位置づける．おおよそ，明治 5 年

までの日本列島のイベントに係る史料が対象に

なる．史料調査・収集（以下，採訪）により，

史料目録や史料画像が生成される．これらが

（3-1）に相当する． 
次に，採訪により得られた史料画像をもとに，

翻刻を行い，本文作成や索引付け（人名・地名・
時間・校訂等）を行う．これらは（3-2）に相当す
る．この内，人名データの一部は史料編纂所歴史
情報処理システム（SHIPS）におけるデータベー
ス（SHIPS DB）にて「中世記録人名索引」にて公
開している．この結果をもとに編纂することで
『大日本史料』などの史料集として出版するが，
これが（3-4）に相当する．これに加え，「大日本
史料総合」「近世史編纂支援」「維新史料綱要」
などの SHIPS DB での公開にも相当する．史料画
像デジタル化進捗管理システムは，採訪により収
集した史料画像を SHIPS にて公開していくまで
の作業進捗状況を管理している．これは（3-3）に
相当する．また，SHIPS DB における 31 のデータ
ベースについてはデータ登録・更新といったデー
タを蓄積しており，これも（3-3）に該当する． 

研究データに直接関わらないが重要な情報と
して，採訪時に利用する機材に関わる情報がある．
機材がいかなるものであるかは公開していない
が，史料編纂所内で共有されており，採訪セット
と呼ぶ．採訪セットには，カメラ（製品番号）・
レンズ・PC・グレーカード・カラーチャート・メ
ジャー・水準器・露出計・三脚・ライトスタント・
ライト・バックアップ用 HDD などが含まれてい
る．これは（3-6）に相当するかもしれない． 

３．２．データの長期保存・長期利用 
研究データとしてはデジタルデータのみとは

限らない．史料編纂所では，図 3 に示すように非
デジタルなデータが管理・利用されている．これ
らは，SHIPS DB における Hi-CAT にて管理され
ており，物理的な配置位置（書架と書架内の配置
場所）と連動している． 
日本史のみならず人文科学におけるデータの

特徴の 1 つとして，蓄積型であり陳腐化しないと
いう特徴がある．そのため，データの長期利用・
長期保存は必須として考えるべきである．データ
の由来・伝来も重要な要素の 1 つとして考えられ，
作成した当事者がいなくなった後でもそのデー
タを説明しうる方式が必要である．史料編纂所で
は史料収集活動を記録した『往復』[7]により史料
編纂所の写本作成の由来も把握可能になると考
えている． 

史料画像デジタル化進捗管理システムでは，史
料画像について，だれが・いつ・どのような目的
で・どのように調査し撮影し・どのように利用で
きるかを知るためのデータも格納している[8]．さ
らに，史料所蔵者と史料編纂所の間で交わしたデ
ータ利用条件を記した覚書（に関わるファイル）
も格納できるよう改修した．史料所蔵者が史料編
纂所以外である史料画像を公開している Hi-CAT 
Plus では，この覚書に従ってデータアクセス・利
用条件を設定している． 
『大日本史料』等の史料集については，出版社

との間で協定を結ぶことで，最新刊はウェブ公開
しない，最新刊の１つ前の冊までは版面画像をオ
ープンアクセスとして公開（クリエイティブ・コ
モンズライセンス CC BY-NC-SA として設定），
本文は公開しない，という条件で「大日本史料総
合」や史料集版面ギャラリーにて公開している． 

３．３．「モノ」としての史料データ 
史料編纂所の史料収集は，上記のとおり史料複

製による収集が中心であって，原則的には史料原
本を所蔵することを目的としたわけではない．史
料は本来の所蔵者・地域で大切に伝来されていく
べきという考えに従ってきたためである．一方で，
複製史料ではわからない，原本史料調査により取
得しうるデータを持つことから，歴史研究を深化
させることが可能であると考えている．史料編纂
所の長年の史料研究活動への信頼により，史料を
寄贈・寄託いただける所蔵者も少なくなく，また
機会があれば史料原本の購入も行ってきた．史料
原本自体の研究のみならず，史料原本の保全・保
存についても重要な研究活動として位置づけて
きた． 

2010 年度に開始した史料編纂所共同利用・共
同研究拠点「日本史史料の研究資源化に関する研
究拠点」において，開始年度に「対馬宗家文書の
料紙研究」（研究代表者：富田正弘）および「古
文書料紙の物理的手法による調査研究」（藤田励
夫）にて，料紙研究に関する共同研究として実施

 
図 3 東京大学史料編纂所所蔵史料の概要 
Figure3 Summary of the historical materials in 

Historiographical Institute the University of Tokyo 
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された[9]．それ以降，この共同利用・共同研究拠
点では料紙研究を継続して実施している．また，
「樺山家文書」（修理期間：2012―2014 年度），
「中院一品記」（修理期間：2013―2015 年度）な
どの史料原本の解体・修復を行う過程で，史料状
態や修復方法など修補にかかわるデータ，および
その解析が重要であることが明らかになってき
た．これに従来の料紙研究を組み合わせることで
形態的料紙研究という新たな研究領域へ発展し
ている． 

2010 年ごろ，史料編纂所が所蔵する国宝「島津
家文書」について，モノとしての劣化が著しいこ
とから，この解装修理の必要が生じていた．これ
を契機として，先の樺山家文書・中院一品記の解
体修理事業から明るみになった修補データやそ
の解析をもとに，史料のモノとしての研究（形態
的料紙研究）を推進し，史料内容等に関わる従来
の史料研究との複合していく新たな史料学「複合
的史料研究」として創成していく計画を立て，
2015―2019 年度に「原本史料情報解析による複
合的史料研究の創成事業」を実施し，「島津家文
書」のうち「御文書」（238 巻，5218 通）の解装
修理を行った．巻子の解体と文書一紙単位での調
査・分析を行うとともに，紙質・墨や朱等の素材・
損傷の種類や度合い・装幀の方法等を検証し記録
した．ここで生じたデータを集成・公開するため
に「史料情報統合管理システム」（図 4）を 2016
年度に構築し，それ以降，形態的料紙研究により
生じたデータ（形態データ）を蓄積しており，2022
年 10 月時点では 323 件である． 

 

４．データ駆動科学への対応 
2021 年 12 月に『倭寇図巻』および『正保琉球

国絵図』のデジタルアーカイブ[10]を公開した．

また SHIPS DB を 2022 年 6 月にリニューアルし
た．これらを皮切りに，史料編纂所では日本史史
料によるデータ駆動科学の実践していく．史料編
纂所としてはデータ提供を第一義として考えて
いることから，データ駆動型システムの構築・運
用のみならず，くずし字データセット，LDA など
のトピックモデルによるデータ分類結果やBERT
（およびその亜種）による事前学習データ等につ
いて，生成・公開・共有にかかるデータが重要で
ある．その際に，そのデータは，だれが・いつ・
どれを・どのように・何を対象として作成したか
を記録していくも検討しておくべき事項だと考
えている．このような研究データ管理を経て，例
えば[11]の花押データを対象としたデータ駆動型
分析が可能になり，さらに，その分析結果の根拠
が明示されることになり，他者による分析結果の
検証といった，さらなる研究データ・分析結果の
深化につながる．本節では，AI・機械学習等で利
用可能なデータの生成・管理について，例を示し
ながら議論する． 

４．１．例：トピックモデルの利用 
ここでは，事例として，トピックモデルを用い

た分析をあげる． 

 
図 4 史料情報統合管理システム 

Figure 4 Integrated Management System for Historical 
Materials Information 

 

表 1 古記録データの概要 
Table 1 Summary of old diary data 

名称 段落数 文字数 
民経記 21 526 
九条家歴世記録 253 14,863 
兼宣公記 128 12,652 
後愚昧記 1,071 157,102 

 
表 2 NPLYM で使用した変数 
Table2 Variables used in NPYLN 

変数 値 
L 8 

n-gram Bigram 
 

表 3 NPLYM を用いた用語分割の概要 
Table 3 Summary of term segmentation using NPLYM 

名称 用語数 
民経記 214 
九条家歴世記録 6,630 
兼宣公記 5,576 
後愚昧記 68,283 

 
表 4 STM における変数 

Table 4 Variables used in STM 
変数 値 

K 13 
X 年 
Y 記録名 

max.em.its 75 
init.type Spectral 
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SHIPS DB における古記録フルテキスト 1に格
納されているデータのうち，南北朝期（元弘 3 年
から明徳 3 年（1333―1392）を対象とし，明示さ
れていない，潜在するトピック（以下，トピック）
を検出し，トピック間の相関，記録ごとのトピッ
クの状況，および時系列変化を分析可能にする
ためのデータ作成および可視化手法について検
討する． 
表 1 は，古記録フルテキストから取得したデ

ータの概要である．多くのトピックモデルでは，
Bag-of-Words（BoW）をもとにトピックを検出す
る．BoW 作成のため，ここでは NPYLM[12]を用
いて単語分割を行った．NPYLM は，辞書データ
を使用せず，用語分割可能な教師なし学習による
手法である．使用した変数を表 2 に記す．L は用
語文字列の最大長，n-gram は内部で用いる n-gram
のタイプを示す． NPYLMによる用語分割の結果
を表 3 に示す． 

次にトピック検出を行う．ここでは，検出結果
を，トピック間の相関や，記録ごとのトピックの
時系列変化を分析していくため， Structural Topic 
Model（STM）[13]を用いた．STM のグラフィカ
ルモデルを図 5 に示す．STM は，Correlated Topic 
Model（CTM）[14]および Sparse Additive Generative 
Model（SAGE）[15]を組み合わせたトピックモデ
ルである．CTM は正規分布からトピック分布を
生成することにより，トピック間の相関やトピッ
クの出現確率を説明しうる共変量 X を取り入れ

                                         
1 https://wwwap.hi.u-tokyo.ac.jp/ships/w16/search 

た手法である．また，SAGE を組み込んだことに
より，トピックや記録属性値を少量の用語によっ
て変化させることができる，という特徴も持つ．
これにより，学習データの量が限られていても正
確性やロバスト性が高められ，多面的なトピック
モデルを構築することができる． 
作成した BoW に対して，古記録フルテキスト

から取得した各段落の属性値を関連付けた．具体
的には記録名，および，各段落に対する年である．
STM の提唱者らにより，R のパッケージ“stm”
2が公開されている．ここでは，これを用いて STM
によるトピック検出を行った．ここではトピック
数 K=13 とした．使用した変数を表 4 に示す．
STM でのモデル推定では EM アルゴリズムを用
いるが，“max.em.its”はそのステップ数（最大値）
を示す．また，“init.type”にて，モデルの初期化
に利用するアルゴリズムを設定することができ
る．init.type として“Spectral”を選択した場合は，
スペクトル初期化[16]を示す． 

2 https://github.com/bstewart/stm 

 
図 5 STM のグラフィカルモデル 

Figure 5 Graphical model of STM 
 

 
図 6 K ごとのモデル特徴 

Figure 6 Graphical model of STM 
 

 
図 7 トピックと用語 

Figure 7 Graphical model of STM 
 

 
図 8 兼宣公記と後愚昧記の比較 

Figure 8 topic comparisons between Kanenobukoki and 
Go-Gumaiki 
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“stm::searchK”関数による K を変動させたと
きのモデル特徴を図 6 に示す．決定的に最適の K
を選択することは大変難しい．図 6 に示す Held-
Out Likelihood や Semantic Coherence の結果をも
とに，K=13 して設定した． 
図 7 は全トピックにおける各トピックの比率

と，各トピックの上位語を示す．Topic5 が最も多
く現れるトピックであり，Topic1 が最もニッチで
あ る こ と を 示 し て い る ． こ の グ ラ フ は
“stm::plot.STM”関数において，引数“type”の値
を“summary”とすることで得られる． 

図 8 は，「兼宣公記」と「後愚昧記」における
各トピックでの比較である．Topic8，12 などは後
愚昧記において多く現れ，Topic5，6 などは兼宣
公記において多く現れることを示す．このうち，
Topic 5，6，8，12 について，用語とその頻度を用
いた word cloud を図 9 に示す．図 10 は，Topic5，
6，8，12 について，各トピック比率とその時系列
変化を示している．図 8 は，“stm::plot.estimateSTM”
関数において，引数として“method”を“difference”，
“cov.value1”を“兼宣公記”，“cov.value2”を

“後愚昧記”とすることで得られる．図 9 は
“stm::cloud”関数にて，引数“topic”の値を{5，
6 ， 8 ， 12}とすることで得た．図 10 は，
“ stm::plot.estimateSTM”関数において，引数
“method”を“continuous”，引数“topics”を
“c(5,6,8,12)”とすることで得た． 

図 11 はトピック間の相関を可視化した結果を
示す．これは CTM によるトピック相関とほぼ同
様の結果を得ることが可能である．図 8 は記録ご
とでの比較であるが，図 11 は全記録を用いた場
合 で の ト ピ ッ ク 相 関 を 示 し て い る ．
“ stm::plot.topicCorr ” 関 数 の 引 数 と し て
“stm::topicCorr”関数の結果を用いることで得ら
れる． 

４．２．管理対象とデータ提供 
4.1 節の結果分析は今後行うものとして，研究

データとして提供およびその管理について検討
したい． 
まず，4.1 節では古記録フルテキストにある本

文データを用いていたことから，本文データの提

  
（a）Topic5 （b）Topic6 

  
（c）Topic8 （d）Topic12 

図 9 トピックごとの頻出語（Topic=5,6,8,12） 
Figure 9 Frequent words by topic (Topic=5,6,8,12) 
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供について検討する．図 2 に示すように，SHIPS 
DB の公開検索システム（データベース検索サー
ビス）へ提供するシステムとして入力校正システ
ムを保持している．入力校正システムはデータオ
ーサリングシステムとして機能しており，また，
SHIPS DB におけるデータ管理を担っている．デ
ータ登録・データ更新を実施したユーザ名や日時
を保存している． 

古記録フルテキストに格納されているデータ
は，基本的に史料編纂所による史料集として出版
した『大日本古記録』に基づく．出版社との関係
から本文データそのものをオープンに提供する
ことは，現状では権利関係を整理できていないこ
とから，行えない．しかしながら，中世記録人名
索引のように，人名データの提供が可能であるこ
とから，本文データそのものでは提供できないも
のの，それに代わるデータを提供しうる可能性を

                                         
1 https://huggingface.co/ku-nlp 

秘めている．その１つとして，BoW であろう．
4.1 節では BoW を提示したが，本文データとあ
まり変わらないため，オープンにすることがで
きないかもしれない．ただし，[17]のように，人
名に関する BoW など，索引データに基づくデー
タであれば提供可能かもしれない． 
また，4.1 節の BoW には抱えている問題が他

にもある．用語分割として NPYLM を用いた．そ
の精度は，例えば現代日本語文を MeCaB+IPAdic
で用語分割した場合には及ばない．利用したア
ルゴリズムを示し，ユーザに理解していただい
た上で提供することは可能かもしれない．ただ
し，その精度向上は必ず行うべきであろう． 

BERT やその亜種においては，Hugging Face 
Hub で pre-training data の公開が進んでおり，例
えば，京都大学黒橋研究室では，日本語 Wikipedia
および日本語 CC-100（ウェブクロールデータか
ら抽出したテキストデータ）に対して RoBERTa-
large モデルおよび RoBERTa-base モデルの pre-
training data を公開 1している．STM などトピッ
クモデルによるトピック抽出は，その実行に多
くの時間が必要である．そのため，トピック検出
済みのデータ提供が重要になりうる可能性も有
り得る．4.1 節におけるトピックの可視化は，単
一の出力結果をもとに行っている．そのため，デ
ータ提供するならば，BoW に関わるメタデータ，
ならびに，表 4 に示す STM の変数とともに提供
することで，利用可能なデータとして位置づけ
られる．トピックモデルにおけるトピック数 K
は，決定的ではないことから，これも変数として
おくことも検討すべきかもしれない． 
研究データを公開するサイトについても注意

が必要かもしれない．GitHub や HuggingFace Hub
といった AI・機械学習に関わるコードやデータ
セットの公開が進み，インフラ化していくなか，
Google Drive や Slack といったインフラ化したス
トレージや機能の利用規約が変更されたことで
利用方法の変更を余儀なくされるケースを鑑み
ると，永続的にデータ提供・共有していくことの
困難さがわかる．これらと同等の機能を自前で整
備し，永続的に運用するには多大なコストがかか
ってしまう．[3]では，「研究データ基盤システム
（NII Research Data Cloud）を、我が国における研
究データの管理・利活用のための中核的なプラッ
トフォームとして位置付ける」とある．しかしな
がら，現実的にそれが可能であるかは検証が必要
であろう． 

提供する期間については，史料画像など 3 節で
示したデータと同等でよいのかは検討したい．本
節で示すデータは，3 節で示したデータから作成
可能であることから，必ずしも永続的に提供しな
くてもよいかもしれない．また，もとにするデー
タの更新に基づき，BoW の再作成や STM の再度

 
図 10 各トピックの時系列変化 

Figure 10 Time-series changes for each topic 
 

 
図 11 トピックの相関  

Figure 11 Correlation of topics 
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実行があり得るため，版管理は必須であると考え
ている． 
 

５．おわりに 
研究データ管理は研究DXならびにデータ駆動

科学の実践においては不可欠である．本稿では，
史料編纂所における研究活動との関係した日本
史史料データについて言及したに過ぎず，近現代
史における史料データやモノ史料データ，近接す
る考古学，さらには広く人文学データまでを考慮
していない．人文学における研究データ管理の動
向をみながら，改良を加えていきたい． 

めざましく進展しているデータ駆動科学やオ
ープンサイエンスの動向に合わせながら，研究デ
ータ管理を実践していくことで，日本史史料デー
タを中心としたデータプラットフォームの実運
用に向けてさらに取り組みたいと考えている． 
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